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２ 

別 紙 

 

車両等の航空輸送に関する基準について 

 

１ 目 的 

  海上自衛隊Ｃ－１３０Ｒにより、車両（搭載された状態の装備品を含む。）及び

単独又はけん引にて走行可能な装備品（以下「車両等」という。）を航空輸送（以

下「空輸」という。）する際の基準を定める。 

 

２ 定 義 

（１）適用区分 

アメリカ空軍が貨物を空輸するための安全基準であるＭＩＬ－ＳＴＤ－１７

９１（以下「米軍基準」という。）に定義された基準に応じた区分をいう。 

（２）耐空輸性能 

   米軍基準に示される車両等が空輸に耐え得る性能をいう。 

（３）車両等の空輸基準 

   適用区分ごとの耐空輸性能等をいう。 

（４）搭載検証 

   実際に、Ｃ－１３０Ｒに車両等を搭載し、技術刊行物（以下「Ｃ－１３０Ｒ

のカーゴ・ローディング・マニュアル」という。）に基づいた搭載要領を確立す

る検証作業をいう。 

（５）輸送要求部隊等 

   車両等の空輸を要求する部隊及び機関をいう。 

 

３ 適用区分 

（１）区分「Ａ」 

   空輸する車両等のうち、次の寸法及び重量の条件に一つ以上当てはまるもの。 

  ア 全長が２０ｆｔ（６．１０ｍ）を超えるもの。 

  イ 全幅が８ｆｔ（２．４４ｍ）を超えるもの。 

  ウ 全高が８ｆｔ（２．４４ｍ）を超えるもの。 

  エ 重量が１０，０００ⅼｂｓ（４，５３６ｋｇ）を超えるもの。 

（２）区分「Ｂ」 

   前号以外の車両等 
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４ 車両等の空輸基準 

（１）区分「Ａ」 

  ア 車両等が次に示す耐空輸性能を満たすこと。 

（ア）拘束力に対する強度 

車両等は、最小拘束力（前方：３．０Ｇ、後方：１．５Ｇ、左右：１．

５Ｇ、上方：２．０Ｇ）に耐え得る構造（強度）であること。 

（イ）下方荷重への耐性 

車両等が下方４．５Ｇの荷重に耐え得る構造（強度）であること。 

（ウ）急減圧への耐性 

車両等の燃料タンク、バッテリー及びエアタンク等の補機類は、１５．

０秒以内で生じる８．３ｐｓｉの内圧との差圧に対し、影響を受けずに耐

え得る構造を有すること。 

（エ）振動への耐性 

懸架装置は、０～２０Ｈｚの共振を防ぐのに十分な減衰を有すること。 

  イ 搭載検証によりＣ－１３０Ｒのカーゴ・ローディング・マニュアルに示す

搭載要領を確立できること。 

（２）区分「Ｂ」 

   搭載検証により、Ｃ－１３０Ｒのカーゴ・ローディング・マニュアルに示す

搭載要領を確立できること。 

 

５ 空輸可否判定要領等 

  付紙による。 

 

６ その他 

（１）本通達は、状況の変化等により、その都度見直すものとする。 

（２）部隊等の長は、本通達に関し、必要な事項を定めることができるものとする。 

（３）本通達は、陸上自衛隊、航空自衛隊及び他省庁等から車両等の空輸の要求を

受けた場合においても適用する。 
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付 紙 

空輸可否判定要領等 

 

１ 全 般 

（１）航空集団司令官は、本要領に基づき、空輸を要求された車両等に対して空輸

の可否を判定する。 

（２）車両等の輸送要求の一連の流れは、関連文書によるものとする。 

 

２ 細 部 

（１）輸送要求部隊等の長は、関連文書に基づき輸送要求を実施するとともに、航

空集団司令官に空輸を要求する車両等の諸元表（全長、全幅、全高、重量等）

を送付し、空輸可否を照会するものとする。 

（２）輸送要求部隊等の長は、原則として、空輸する車両等の宰領者を空輸便に同

乗させ、安全確保等に万全を期すものとする。 

（３）輸送要求部隊等の長は、航空集団司令官の求めに応じて、車両等の空輸に必

要な処置を実施するものとする。 

（４）航空集団司令官は、空輸可否判定フローチャート（属紙のとおり。）に基づ

き、空輸可否を判定し、輸送要求部隊等の長に回答する。 

（５）航空集団司令官は、Ｃ－１３０Ｒのカーゴ・ローディング・マニュアルに基

づき車両等の搭載検証を実施するものとする。ただし、次に示す場合は、搭載

検証を省略することができる。 

ア 搭載検証済みの車両等と同じ製造会社の車両で、かつ、固縛箇所が同一車

両の場合 

イ 米軍、航空自衛隊を含むＣ－１３０型航空機による空輸実績があり、かつ、

搭載要領等の各種データが入手できている場合 

（６）航空集団司令官は、第３項第１号に該当する車両等の耐空輸性能を、米軍、

航空自衛隊における実績及び役務契約等により調査するものとする。 

なお、海上自衛隊補給本部長は、調査に必要な支援を実施するものとする。 

 

３ その他 

（１）空輸可能と判定された車両等については、航空集団司令官所定により、搭載

具体例を適宜の様式で保管するものとする。 

（２）航空集団司令官は、この通達の定めるところに従い、その他実施に必要な事

項を定めるものとする。 
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属 紙 

 

空輸可否判定フローチャート 
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別 紙 
 

海上自衛隊における輸送所要の一元化に係る実施要領 

 
１ 目 的 
  この通達は、自衛艦隊司令部が実施する海上自衛隊における輸送所要の一元化に

係る実施要領について、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
２ 用語の定義 
  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
（１）輸送要求 
   輸送要望部隊等の長が任務遂行上において必要とする輸送について、自衛艦隊

司令官に要求することをいう。 
（２）輸送要求部隊等 
   自衛艦隊司令官に対し輸送要求を行う以下の部隊等をいう。 

ア 各艦艇 
イ 各航空群及び各教育航空群（航空集団及び教育航空集団直轄部隊は各隊） 
ウ 海上自衛隊補給本部における修理、弾薬整備及び燃料管理換に係る海上自衛

隊補給本部担当課 
エ システム通信隊群 
オ その他、自衛艦隊による輸送の調整を必要とする部隊等 

（３）輸送割振 
   輸送要求を受けた自衛艦隊司令官が輸送調整部隊等に輸送計画の立案等を割

り振ることをいう。 
（４）輸送調整部隊等 
   自衛艦隊司令官から輸送割振を受け、輸送計画を立案等する護衛艦隊、航空集

団、各地方総監部及び海上自衛隊補給本部をいう。 
（５）地方輸送 
   各部隊等（護衛艦隊、航空集団、各地方総監部及び関連文書別冊第１４第２項

に定める各輸送計画担当官）の計画により完結できる輸送をいう。 
 
３ 輸送要求の対象 

すべての輸送所要を対象とする。ただし、地方輸送で対応が可能なものを除く。 
 
 

２ 



 
 

４ 実施要領 
（１）輸送要求部隊等の長は、任務遂行上、輸送所要が発生した場合、自衛艦隊司令

官に対して輸送要求を行う。 

（２）自衛艦隊司令官は、輸送要求を一元的にとりまとめ情報を共有するとともに、

輸送対象、輸送時期等を考慮して、輸送調整部隊等に対して輸送割振を行う。輸

送割振に際して、全般的な調整の必要が認められた際、自衛艦隊司令部は調整会

議を開催する。また、他自衛隊の輸送力の把握に努め、必要に応じて他自衛隊の

輸送力の活用を図る。 
（３）輸送調整部隊等は、自衛艦隊司令官から輸送割振を受けたならば、関係規則に

基づき、輸送に係る処置を実施する。 
（４）統合輸送については、統合輸送統制実施規定に関する達（平成２０年自衛隊統

合達３４号）に基づき自衛艦隊司令官が統合輸送要求を実施するほか、自衛艦隊

司令部との調整により統合輸送要求部隊である各地方総監及び海上自衛隊補給本

部長が実施する。 
 
５ 委任事項 
  自衛艦隊司令官は、この通達の定めるところに従い、その他実施に必要な事項を

定めるものとする。 
 
６ その他 
  部隊等の長は、この要領により難い場合又は改定意見がある場合、海上幕僚監部

装備計画部長に通知するものとする。海上幕僚監部装備計画部長は必要に応じ、本

通達の見直しを実施するものとする。 
 

３」 
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海上自衛隊補給本部による輸送の総合調整の実施要領について 

（通達） 

 

標記について、別紙のとおり定め、令和５年４月１日から実施する。 

 なお、海上自衛隊補給本部による輸送の総合調整の実施要領について（通達）（海

幕装需第３４１号。令和２年３月３１日）は、令和５年３月３１日をもって廃止す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連文書：１ 海幕装備第５６２１号（１０．１２．８） 

     ２ 海幕装需第２８４号（令和５年３月２２日） 

添付書類：別 紙 

写送付先：統合幕僚長 

部内全般 

殿 



 
２ 

別 紙 

海上自衛隊補給本部による輸送の総合調整要領 

 

１ 目 的 

この通達は、海上自衛隊補給本部（以下「補本」という。）が実施する、装備品

にかかる輸送及びそれに伴う人員の輸送に関連する輸送の総合調整の実施要領に

ついて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 用語の定義 

  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）輸送の総合調整 

   部隊等の任務遂行上、必要とする装備品に関連する業務に速やかに応じるた

め、海上自衛隊補給本部長（以下「補本長」という。）が行う装備品等の調達、

保管、補給又は整備の事務の実施の企画及び総合調整の一環として行う輸送に

関する総合調整をいう。 

   なお、上記に伴わない人員輸送については、含まない。 

（２）輸送割当 
   輸送の総合調整において、補本長が各輸送区間における責任区分を示すこと

をいう。 
（３）輸送割当区間 
   輸送割当された区間をいう。 
（４）輸送割当部隊 

   輸送の総合調整において、補本長から各輸送区間に対する責任区分を割り当

てられる以下の部隊をいう。割り当てられた部隊は、隷下部隊に対して、責任

のある区間における輸送計画及び実施を命ずる。 

  ア 護衛艦隊司令部 

イ 航空集団司令部 

ウ 各地方総監部 

エ 輸送計画担当官の設置された部隊等 

（５）輸送担任部隊 

   自衛艦隊司令官から指定された輸送を担任する部隊を含む、輸送割当部隊か

ら輸送計画及び実施を命ぜられた部隊をいう。補本長は、輸送の細部について、

輸送担任部隊の長と調整する。 

（６）輸送要求調整部門 

補本が、最適な輸送手段を導出するために必要な輸送の優先度及び緊急度に



 
３ 

ついて判断するため問い合わせを行う、任務遂行中の上級司令部等をいう。 

（７）自衛艦隊司令官等 

   自衛艦隊司令官、護衛艦隊司令官、航空集団司令官及び各地方総監をいう。 

 

３ 対 象 

（１）自衛隊の需品、火器、弾薬、車両、船舶、航空機施設器材、通信器材、衛生

資材等の調達、補給及び整備に必要な輸送 

（２）前号に伴う人員輸送 

 

４ 実施要領 

（１）自衛艦隊司令官は、年度毎に輸送担任部隊及び輸送に使用する艦種・機種（以

下「輸送兵力」という。）を指定する。指定にあたって自衛艦隊司令官は、輸送

担任部隊及び輸送兵力の状況に応じて、指定する期間について柔軟に対応する

ものとする。ただし、護衛艦隊司令官及び航空集団司令官は、補本長との調整

により、自衛艦隊司令官から指定された輸送担任部隊及び輸送兵力について、

輸送の総合調整以外の任務にも運用できるものとする。また、輸送の実施にあ

たって、自衛艦隊司令官から指定された輸送を担任する部隊の全部若しくはそ

の一部を展開させる必要がある場合、自衛艦隊司令官は、展開の要領を示すも

のとする。 

（２）補本長は、自衛艦隊司令官から輸送割振を受けた輸送要求の所要を把握し、

地方輸送が困難であり、輸送の総合調整が適当であると判断した場合、次を実

施するほか、実施の細部について、細部実施要領を定めるものとする。 

ア 自衛艦隊司令官からの輸送割振された輸送所要に対し、最適な輸送手段を

検討の上、輸送割当を策定する。 

イ 輸送割当区間に対して、自衛艦隊司令官から指定された輸送担任部隊の長

及び輸送計画担当官と輸送の細部について調整する。 

ウ 自衛艦隊司令官が指定した輸送担任部隊及び輸送兵力によって、部隊の輸

送の十分な達成が困難と判断した場合、当該輸送担任部隊及び輸送兵力以外

の艦艇及び航空機等による輸送について、自衛艦隊司令官等と調整の上、輸

送割当を実施し、新たに示された輸送担任部隊の長と輸送の細部を調整する

ことができる。 

エ 最適な輸送手段を導出するため、関連文書１別冊第１０に基づく優先順位

制度を活用するほか、輸送要求調整部門に対して輸送の優先度及び緊急度等

の判断を確認する。 

オ 輸送状況について、発送から到着まで適切かつ滞りなく実施されるよう輸

送に係る状況を的確に把握する。また、関係部隊等の長に対して必要な措置



 
４ 

（輸送の再割当及び関連業務を含む。）に関する指示を行う。  

（３）関連する部隊及び機関は、輸送の総合調整による輸送と地方輸送における効

率的な輸送の実施のため、指定されたツール及びシステムを利用して、互いに

適時適切かつ綿密な情報共有に努めるものとする。 

 

５ 委任事項 

  自衛艦隊司令官等は、この通達の定めるところに従い、その他実施に必要な事

項を定めるものとする。 

 

６ その他 

  部隊等の長は、この要領により難い場合又は改訂意見がある場合、海上幕僚監

部装備計画部長に通知するものとする。海上幕僚監部装備計画部長は必要に応じ、

本通達の見直しを実施するものとする。 

」 


